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(57)【要約】
【課題】安定して冷暖同時運転可能な空気調和機を提供
する。
【解決手段】空調対象となる複数の室内機のうちの一部
の室内機で冷房運転又は暖房運転のいずれか一方のモー
ドで運転を行いつつ、当該一部の室内機以外の残りの室
内機においては、前記一部の室内機での運転モードとは
異なるモードとして暖房運転又は冷房運転を行う冷暖同
時運転が可能な空気調和機において、室内熱交換器４１
ａ～４１ｄと、室内ファン４９ａ～４９ｄと、圧縮機１
１と、室内膨張弁４２ａ～４２ｄと、室外熱交換器１４
と、室外ファン１９と、四方弁１３と、室外膨張弁１５
と、冷暖切り替えユニット３０ａ～３０ｄと、室内熱交
換器４１ａ～４１ｄによる空調能力に応じて、室外ファ
ン１９の回転数を制御する演算制御装置２８と、を備え
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　空調対象となる複数の室内機のうちの一部の室内機で冷房運転又は暖房運転のいずれか
一方のモードで運転を行いつつ、当該一部の室内機以外の残りの室内機においては、前記
一部の室内機での運転モードとは異なるモードとして暖房運転又は冷房運転を行う冷暖同
時運転が可能な空気調和機において、
　前記複数の室内機のそれぞれに設置された、複数の室内熱交換器と、
　当該室内熱交換器に対して室内の空気を送風し、当該室内の空気と冷媒との間で熱交換
を行う室内ファンと、
　前記室内熱交換器に対して配管により接続され、当該配管を通流して送られる冷媒を圧
縮する圧縮機と、
　当該圧縮機からみて冷媒流れの上流側又は下流側に設けられ、前記配管を通流する冷媒
を膨張させる第一膨張機構と、
　前記室内熱交換器、前記圧縮機及び前記第一膨張機構とともに冷凍サイクルを構成する
室外熱交換器と、
　当該室外熱交換器に対して室外の空気を送風して、当該室外の空気と冷媒との間で熱交
換を行う室外ファンと、
　前記冷凍サイクルにおいて前記室外熱交換器が凝縮器として機能するように流路を形成
させる冷房主体運転と、前記冷凍サイクルにおいて前記室外熱交換器が蒸発器として機能
するように流路を形成させる暖房主体運転と、を切り替える冷暖主体切り替え装置と、
　前記冷房主体運転のときには前記室外熱交換器において熱交換された後の冷媒、又は、
前記暖房主体運転のときには前記室外熱交換器において熱交換される前の冷媒を膨張させ
る第二膨張機構と、
　前記室外熱交換器からの冷媒が直接、又は、前記一部の室内機の室内熱交換器で熱交換
された後の冷媒が前記残りの室内機の室内熱交換器に供給されるように流路を切り替える
流路切り替え機構と、
　前記流路切り替え機構によって流路が切り替えられ、前記一部の室内機の室内熱交換器
で熱交換された後の冷媒が前記残りの室内機の室内熱交換器に供給されているときに、前
記残りの室内機の室内熱交換器による空調能力に応じて、前記室外ファンの回転数を制御
する演算制御装置と、を備えることを特徴とする、空気調和機。
【請求項２】
　前記演算制御装置は、前記室外ファンの回転数が予め定められた下限以下になったとき
に、前記第二膨張機構により、前記室外熱交換器における冷媒循環量を調整することを特
徴とする、請求項１に記載の空気調和機。
【請求項３】
　前記演算制御装置は、前記第二膨張機構による冷媒循環量が下限になったときに、前記
冷房主体運転及び前記暖房主体運転のいずれか一方から他方に運転モードを切り替えるこ
とを特徴とする、請求項２に記載の空気調和機。
【請求項４】
　前記複数の室内熱交換器と前記室外熱交換器とは、液冷媒が通流する液主管と、ガス冷
媒が通流する二本のガス主管とによって接続されていることを特徴とする、請求項１又は
２に記載の空気調和機。
【請求項５】
　冷房主体運転での主体である冷房運転、又は、暖房主体運転での主体である暖房運転の
いずれかにおいて、主体とは異なる運転モードである暖房又は冷房を行っている室内機に
おいて、
　前記演算制御装置は、
　当該室内機の能力が空調負荷に対し過多なときには、前記室外熱交換器における冷媒循
環量が多くなるように前記第二膨張機構を制御し、
　当該室内機の能力が空調負荷に対し不足するときには、前記室外熱交換器における冷媒
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循環量が少なくなるように前記第二膨張機構を制御することを特徴とする、請求項１又は
２に記載の空気調和機。
【請求項６】
　前記演算制御装置は、
　前記室内機の能力が空調負荷に対し過多なときには、前記室外熱交換器における放熱量
が大きくなるように前記室外ファンの回転数を大きくし、
　前記室内機の能力が空調負荷に対し不足するときには、前記室外熱交換器における放熱
量が小さくなるように前記室外ファンの回転数を小さくすることを特徴とする、請求項５
に記載の空気調和機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は空気調和機に関し、具体的には例えば、マルチ型冷暖同時空気調和機における
冷暖同時運転時に非主体側運転室内機の能力を良好に調整可能な空気調和機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビルや商業施設等において、冷房と暖房とを独立かつ同時に使用可能な空気調和機（マ
ルチ型冷暖同時空気調和機）が知られている。この空気調和機では、室内機の冷房運転と
暖房運転とが混在する場合に、冷房能力と暖房能力とのバランスが考慮されて冷媒の通流
方向が決定されている。具体的には、冷房能力が多い場合には、室外熱交換器が凝縮器に
なるように流路が切り替えられる。このような流路での運転は「冷房主体」といわれる。
一方で、暖房能力が多い場合には、室外熱交換器が蒸発器になるように流路が切り替えら
れる。このような流路での運転は「暖房主体」といわれる。
【０００３】
　マルチ型冷暖同時空気調和機として、特許文献１に記載の技術が知られている。特許文
献１には、複数台の利用ユニットと、熱源ユニットと、中継ユニットとを備え、冷房運転
及び暖房運転が可能な空気調和機が記載されている。そして、複数の利用ユニットの運転
に冷房運転と暖房運転とが混在している場合に、冷房運転の利用ユニットの冷房負荷関係
量の合計値と、暖房運転の利用ユニットの暖房負荷関係量の合計値のうち、合計値が大き
い方の運転（主たる運転）の空調負荷関係量が最大となる利用ユニットに基づいて圧縮機
の運転回転数を制御することが記載されている。また、合計値が小さい方の運転（従たる
運転）の空調負荷関係量が最大となる利用ユニットに基づいて熱源側送風機の風量を制御
するようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１１２２３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載の技術では、冷暖同時運転時、室外送風機を制御し、室外熱交換器に
供給される空気の流量を変更することで、室外空気と室外熱交換器を流れる冷媒との熱交
換量が制御されている。そのため、熱交換量をできるだけ抑制するためには、室外送風機
が停止されることになる。しかし、室外送風機が停止されても、自然対流によって室外熱
交換器での放熱が進行し、熱交換量を十分に抑制できないことがある。
【０００６】
　このようなときには、例えば冷房主体の場合には、主たる運転である冷房能力が過多に
なったり、従たる運転である暖房能力が不足したりすることになる。一方で、暖房主体の
場合には、主たる運転である暖房能力が過多になったり、従たる運転である冷房能力が不
足したりすることになる。従って、特許文献１に記載の技術では、冷暖同時運転時に、外
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気の状態によっては、冷房運転や暖房運転が過不足することがある。そのため、使用者の
ニーズに十分に応えることができない。
【０００７】
　本発明はこのような課題に鑑みて為されたものであり、本発明が解決しようとする課題
は、安定して冷暖同時運転可能な空気調和機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは前記課題を解決するべく鋭意検討を行った。その結果、以下の知見を見出
した。即ち、本発明の要旨は、空調対象となる複数の室内機のうちの一部の室内機で冷房
運転又は暖房運転のいずれか一方のモードで運転を行いつつ、当該一部の室内機以外の残
りの室内機においては、前記一部の室内機での運転モードとは異なるモードとして暖房運
転又は冷房運転を行う冷暖同時運転が可能な空気調和機において、前記複数の室内機のそ
れぞれに設置された、複数の室内熱交換器と、当該室内熱交換器に対して室内の空気を送
風し、当該室内の空気と冷媒との間で熱交換を行う室内ファンと、前記室内熱交換器に対
して配管により接続され、当該配管を通流して送られる冷媒を圧縮する圧縮機と、当該圧
縮機からみて冷媒流れの上流側又は下流側に設けられ、前記配管を通流する冷媒を膨張さ
せる第一膨張機構と、前記室内熱交換器、前記圧縮機及び前記第一膨張機構とともに冷凍
サイクルを構成する室外熱交換器と、当該室外熱交換器に対して室外の空気を送風して、
当該室外の空気と冷媒との間で熱交換を行う室外ファンと、前記冷凍サイクルにおいて前
記室外熱交換器が凝縮器として機能するように流路を形成させる冷房主体運転と、前記冷
凍サイクルにおいて前記室外熱交換器が蒸発器として機能するように流路を形成させる暖
房主体運転と、を切り替える冷暖主体切り替え装置と、前記冷房主体運転のときには前記
室外熱交換器において熱交換された後の冷媒、又は、前記暖房主体運転のときには前記室
外熱交換器において熱交換される前の冷媒を膨張させる第二膨張機構と、前記室外熱交換
器からの冷媒が直接、又は、前記一部の室内機の室内熱交換器で熱交換された後の冷媒が
前記残りの室内機の室内熱交換器に供給されるように流路を切り替える流路切り替え機構
と、前記流路切り替え機構によって流路が切り替えられ、前記一部の室内機の室内熱交換
器で熱交換された後の冷媒が前記残りの室内機の室内熱交換器に供給されているときに、
前記残りの室内機の室内熱交換器による空調能力に応じて、前記室外ファンの回転数を制
御する演算制御装置と、を備えることを特徴とする、空気調和機に関する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、安定して冷暖同時運転可能な空気調和機を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第一実施形態の空気調和機における冷房主体運転時での系統図である。
【図２】第一実施形態の空気調和機における冷房能力と暖房能力とのバランスを示したモ
リエル線図である。
【図３】第一実施形態の空気調和機における冷房主体運転時でのフローである。
【図４】第一実施形態の空気調和機における暖房主体運転時での系統図である。
【図５】第一実施形態の空気調和機における暖房主体運転時でのフローである。
【図６】第二実施形態の空気調和機における冷房主体運転時での系統図である。
【図７】第二実施形態の空気調和機における冷房主体運転時でのフローである。
【図８】第二実施形態の空気調和機における暖房主体運転時での系統図である。
【図９】第二実施形態の空気調和機における暖房主体運転時でのフローである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を適宜参照しながら、本発明を実施するための形態（本実施形態）を説明す
る。それぞれの実施形態において、同じ装置や部材については同じ符号を付すものとし、
その詳細な説明は省略する。また、参照する各フローチャートにおいて、同じ制御につい
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ては同じステップ番号を付すものとし、その詳細な説明は省略する。
【００１２】
［１．第一実施形態］
　図１は、第一実施形態の空気調和機１００における冷房主体運転時での系統図である。
空気調和機１００は、複数の室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄのうちの一部の室内
機で冷房運転又は暖房運転のいずれか一方のモードで運転を行いつつ、当該一部の室内機
以外の残りの室内機においては、前記一部の室内機での運転モードとは異なるモードとし
て暖房運転又は冷房運転を行う冷暖同時運転が可能なものである。
【００１３】
　空気調和機１００は、１台の室外機１０と、室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄと
室外機１０との間に存在する冷暖切り替えユニット３０ａ，３０ｂ，３０ｃ，３０ｄ（流
路切り替え機構）とを備えて構成される。冷暖切り替えユニット３０ａ，３０ｂ，３０ｃ
，３０ｄは、室内熱交換器４１ａ，４１ｂに対しては室外熱交換器１４からの冷媒が直接
、又は、一部の暖房運転室内機４０ａ，４０ｂに設置された室内熱交換器４１ａ，４１ｂ
で熱交換された後の冷媒が残りの冷房運転室内機４０ｄに設置された室内熱交換器４１ｄ
に供給されるように流路を切り替えるものである。ここでいう「室外熱交換器１４からの
冷媒が室内熱交換器４１ａ，４１ｂに直接供給」とは、「室外熱交換器１４において熱交
換された後の冷媒が、他の室内熱交換器、即ち室内熱交換器４１ｃ，４１ｄを経由せずに
、室内熱交換器４１ａ，４１ｂに供給」という意味である。以下において「直接供給」と
いう場合には、同様の意味を表すものとする。
【００１４】
　室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄには、それぞれ、室内熱交換器４１ａ，４１ｂ
，４１ｃ，４１ｄが配置され、詳細は後記するが、これらや圧縮機１１や室外熱交換器１
４は配管で相互に接続されている。また、室内熱交換器４１ａ，４１ｂ，４１ｃ，４１ｄ
には、空調対象となる室内の空気を送風することで、空気と冷媒との間で熱交換を行う室
内ファン４９ａ，４９ｂ，４９ｃ，４９ｄが備えられている。また、室内機４０ａ，４０
ｂ，４０ｃ，４０ｄには、室内膨張弁４２ａ，４２ｂ，４２ｃ，４２ｄ（第一膨張機構）
が備えられている。
【００１５】
　また、室外機１０には、高低圧ガス主管２２が高圧側又は低圧側のいずれかにつながる
ように切り替わる高低圧ガス管側四方弁１２と、冷房主体又は暖房主体のいずれかに応じ
て流路を切り替える（熱交換器側）四方弁１３（冷暖主体切り替え装置）と、室外熱交換
器１４と、外気を室外熱交換器１４に送風して外気と冷媒との間で熱交換させる室外ファ
ン１９とを備えている。そして、前記の室内熱交換器４１ａ，４１ｂ，４１ｃ，４１ｄと
、圧縮機１１と、室内膨張弁４２ａ，４２ｂ，４２ｃ，４２ｄと、室外熱交換器１４とは
、冷媒が通流可能なように配管で接続されている。これらによって、冷凍サイクルが構成
されている。
【００１６】
　また、室外機１０には、冷房主体運転のときには室外熱交換器１４において熱交換され
た後の冷媒や、暖房主体運転のときには室外熱交換器１５において熱交換される前の冷媒
を膨張させる室外膨張弁１５（第二膨張機構）が備えられている。室外膨張弁１５の機能
は後記する。
【００１７】
　なお、図１や後記する系統図において、ドット柄で示した弁は閉弁していることを表し
ている。また、室外機１０は本実施形態では１台であるが、２台以上とすることも同様に
可能である。また、本実施形態では、室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄを４台とし
た例を示しているが、４台より多くすることも少なくすることも可能である。
【００１８】
　更に室内機４０ａは暖房運転、室内機４０ｂは暖房高圧停止、室内機４０ｃは暖房低圧
停止、室内機４０ｄは冷房運転としており、暖房運転機と冷房運転機の混在運転を想定し
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ている。なお、室内熱交換器４１ａ，４１ｂは高圧側に繋がり凝縮器、室内熱交換器４１
ｃ，４１ｄは低圧側に繋がり蒸発器として作用する。
【００１９】
　室外機１０は冷暖同時マルチ用の室外機であり、圧縮機１１、高低圧ガス管側四方弁１
２、四方弁１３、室外熱交換器１４、室外膨張弁１５及びアキュムレータ１８から構成さ
れる。圧縮機１１のアキュムレータ側は低圧側であり、圧縮機１１の四方弁側は高圧側に
なる。この差圧で冷媒が搬送される。
【００２０】
　２個の四方弁１２，１３の使い方について説明する。今回対象とする冷暖同時運転の場
合、高低圧ガス管側四方弁１２は高低圧ガス主管２２が高圧側につながるように切り替え
わる。また、室外四方弁１３は、室内の冷房負荷と暖房負荷とのバランスの状況に応じて
、即ち、冷房主体又は暖房主体に応じて、室外熱交換器１４を高圧側と低圧側とのいずれ
かに切り替える。簡易的には冷房負荷が暖房負荷より大きい場合は、室外熱交換器１４を
高圧側につなげ凝縮器として使用する。これは冷房主体といわれる。暖房負荷が冷房負荷
より大きい場合は、室外熱交換器１４を低圧側につなげ蒸発器として使用する。これは暖
房主体といわれる。図１は冷房主体の一例であり、後記する図４は暖房主体の一例である
。冷房負荷と暖房負荷とのバランスについては、後程図２を使い詳細説明する。
【００２１】
　空気調和機１００において、冷房主体又は暖房主体のいずれかに伴って行われる四方弁
１２，１３の制御や圧縮機１１の制御、詳細は後記するが室外膨張弁１５の制御は、制御
機構２８によって行われる。制御機構２８は、いずれも図示しないが、ＣＰＵ（Central 
Processing Unit）、ＲＡＭ（Random Access Memory）、ＲＯＭ（Read Only Memory）、
Ｉ／Ｆ（インターフェイス）等を備えて構成される。そして、制御機構２８は、ＲＯＭに
格納されている所定の制御プログラムがＣＰＵによって実行されることにより具現化され
る。
【００２２】
　次に冷媒の流れについて説明する。図１に示すように、室外機１０の室外熱交換器１４
と、室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄのそれぞれの室内熱交換器４１ａ，４１ｂ，
４１ｃ，４１ｄとは、液主管２１、高低圧ガス主管２２及び低圧ガス主管２３の三本の配
管で接続されている。そして、この配管の内部を冷媒が通流する。
【００２３】
　まず、圧縮機１１で圧縮された高温高圧のガス冷媒の一部は高低圧ガス管側四方弁１２
により高低圧ガス主管２２に送られる。そして、暖房室内機４０ａや暖房高圧停止室内機
４０ｂに送られ、それぞれの室内熱交換器４１ａ，４１ｂで凝縮し高圧液冷媒となり、液
主管２１へと送られる。圧縮機１１で圧縮された高温高圧のガス冷媒の残りは四方弁１３
を通って室外熱交換器１４で凝縮し高圧液冷媒となり、液主管２１へ送られ、前述の室内
で凝縮した液冷媒と合流して冷房室内機４０ｄへ送られる。ここで、室内膨張弁４２ｄで
絞られ減圧し、室内熱交換器４１ｄで蒸発し低圧ガス冷媒となり、低圧ガス主管２３を通
って室外機に送られる。そして、アキュムレータ１８を通って圧縮機１１に戻り再び循環
する。
【００２４】
　このように冷媒は冷凍サイクル内を循環し熱を伝達する。そのため、熱収支を検討する
際には、室外熱交換器１４での熱交換量や、室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄ毎の
蒸発熱交換量、凝縮熱交換量或いは圧縮機１１での動力のそれぞれを考慮することが好ま
しい。ここで、熱収支に関するモリエル線図を参照しながら、空気調和機１００での熱収
支について検討する。
【００２５】
　図２は、第一実施形態の空気調和機１００における冷房能力と暖房能力とのバランスを
示したモリエル線図である。図２は、横軸を比エンタルピ（ｋＪ／ｋｇ）、縦軸を冷凍サ
イクル各部圧力（ＭＰａ）として示したものである。モリエル線図の各点について、状態
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１，３の部分は圧力と温度を測定することで一意に求まり、状態４は圧力と状態３の比エ
ンタルピとから求まり、状態１は圧力と圧縮機の特性とから、又は、圧力と凝縮器及び蒸
発器の特性とから求めることができる。そのため、図２に示すモリエル線図は、空気調和
機１００の運転状態を推定するのに役にたつ。
　なお、図２において、凝縮器は、室内熱交換器４１ａ，４１ｂ及び室外熱交換器１４に
相当する。また、蒸発器は、室内熱交換器４１ｃ，４１ｄに相当する。
【００２６】
　更に、図２に示すモリエル線図において、状態１～状態２は圧縮機１１の吸入～吐出状
態、状態２～状態３は蒸発器の入口～出口状態、状態４～状態１は凝縮器の入口～出口状
態の比エンタルピ変化を表わしている。そして、この比エンタルピ変化量に冷媒循環量（
ｋｇ／ｓ）を掛け合わせると、Ｗ（状態１～状態２）：圧縮機動力や、Ｑｃｏｎｄ（状態
２～状態３）：凝縮器での熱交換量，Ｑｅｖａｐ（状態４～状態１）：蒸発器での熱交換
量を求めることもできる。また、図２より明らかであるが、この３つには定常運転時に以
下の式（１）がなりたつ。
　Ｑｃｏｎｄ＝Ｑｅｖａｐ＋Ｗ　・・・式（１）
【００２７】
　この式（１）について、冷媒側からみて説明すると分かりやすい。冷媒が凝縮器で放出
する熱量Ｑｃｏｎｄは、冷媒が蒸発器で吸収した熱量Ｑｅｖａｐと、圧縮機１４で吸収し
た圧縮機動力Ｗとの合算値となることを意味する。この熱バランスが崩れて、例えば凝縮
器で放出する熱量の方が小さくなる場合、冷媒に熱が溜まるため、放熱しやすいように凝
縮器の圧力及び凝縮温度が上がり熱バランスを保とうとする。逆に凝縮器で放出する熱量
の方が大きくなる場合、冷媒の熱が減り放熱しにくくなるように凝縮器の圧力及び凝縮温
度が下がり熱バランスを保とうとする。ここで、図１に示す空気調和機１００のように、
室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄが複数ある場合や、暖房運転機と冷房運転機が混
在する場合においても熱を合算するのみで考え方は変わらない。
【００２８】
　室外機１０が冷房主体の場合、Ｑｃｏｎｄは全暖房運転室内機４０ａでの放熱量ΣＱｉ
ｎｄｏｏｒｈｅａｔと室外熱交換器１４での放熱量Ｑｏｕｔｄｏｏｒとの合算となる。ま
た、Ｑｅｖａｐは全冷房運転室内機４０ｄでの吸熱量ΣＱｉｎｄｏｏｒｃｏｏｌとなる。
このため、前記の熱バランスの式をＱｏｕｔｄｏｏｒに対し展開すると、以下のように表
わされる。
　Ｑｏｕｔｄｏｏｒ＝－ΣＱｉｎｄｏｏｒｈｅａｔ＋ΣＱｉｎｄｏｏｒｃｏｏｌ＋Ｗ　・
・・式（２）
【００２９】
　室外熱交換器１４での放熱量を調整するには、前記のように、室外ファン１９の風量を
モータＭを制御することで調整する方法が考えられる。しかし、例えば外気低温時の屋外
では、室外ファン１９を停止していても自然対流による放熱を回避できない。更に屋外で
風が吹く場合には強制対流による放熱も発生する。これらによって、冷房能力が過多にな
ったり、暖房能力が不足したりする。そこで、このような事態に対応するため、室外器１
０に室外膨張弁１５を設け、冷媒循環量を減らして放熱を抑制する。
【００３０】
　また、以下のように、室外熱交換器１４での熱交換量が限りなく０に近い〔前記式（２
）において、Ｑｏｕｔｄｏｏｒ≒０〕場合に、冷媒循環量を０に抑制するには、膨張弁に
よる冷媒循環量調整を行う。
　ΣＱｉｎｄｏｏｒｈｅａｔ≒ΣＱｉｎｄｏｏｒｃｏｏｌ＋Ｗ　・・・式（３）
【００３１】
　次に、図１にて、熱交換量の式を考える。室外熱交換器１４は前記のように凝縮器とな
る。また室内機４０ａ，４０ｂも共に高圧側につながる為、凝縮器となる。そして、これ
ら凝縮器の熱交換量を合算したものがＱｃｏｎｄとなる。一方、室内機４１ｃ，４１ｄは
低圧側につながる為、蒸発器となりえる。室内機４０ｃは停止室内機であるため室内膨張
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弁４２ｃを閉じているのが一般的であるが、過渡的に膨張弁を開いたりする場合には蒸発
器として機能できるため、この分の熱交換量も合算したものがＱｅｖａｐとなる。
【００３２】
　ここで、室外熱交換器の熱交換量（以下、室外熱交換量という）をＱｏｄ、室内熱交換
器の熱交換量（以下、能力という）を室内機毎にＱａ～Ｑｄと定義し、前記の式（２）に
適用すると以下の式（４）が得られる。
　Ｑｏｄ＝－Ｑａ－Ｑｂ＋Ｑｃ＋Ｑｄ＋Ｗ　・・・式（４）
　なお、冷房主体であるため冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力Ｑｃ＋Ｑｄは通常圧縮
機１１の回転数で制御することとなる。また、圧縮機１１の動力Ｗも圧縮機１１の運転状
態に伴い変化する。一方で、暖房運転室内機４０ａ，４０ｂの能力は室外熱交換量Ｑｏｄ
により調整することとなる。式（４）において、暖房運転室内機４０ａ，４０ｂの能力Ｑ
ａ，Ｑｂにはマイナスの符号が付いているため、室外熱交換量Ｑｏｄが増えると暖房運転
室内機４０ａ，４０ｂの能力は減り、室外熱交換量Ｑｏｄが減ると暖房運転室内機４０ａ
，４０ｂの能力は増えることが分かる。つまり室外熱交換量Ｑｏｄを調整することで、非
主体側である暖房側の室内機４０ａ，４０ｂの能力を調整できる。
【００３３】
　室外熱交換量Ｑｏｄを調整するには、室外ファン１９の回転数を変更し風量を変えるこ
とで調整可能となる。ただ、前記のように、室外ファン１９を停止させたときでも、意図
しない放熱が生じ、非主体側である暖房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力が不足する場合
がある。そこで、このような場合において、室外ファン１９を停止した後には、室外膨張
弁１５の開度を絞ることにより、室外熱交換器１４に流れる冷媒循環量を減らし、室内機
４０ａ，４０ｂに流れる冷媒循環量を増やせる。これにより、暖房運転室内機４０ｃ，４
０ｄでの暖房能力を上昇させることができる。そして、最終的には室外膨張弁１５の開度
を予め定められた下限以下（全閉でもよい）にすると、冷媒は流れないため熱交換量を限
りなく０に抑制できる。
【００３４】
　この室外膨張弁１５の制御の過程で暖房能力が過多となった場合には再び室外膨張弁１
５の開度を開けばよい。逆に室外膨張弁１５の開度が下限開度に到達しても暖房能力が不
足となった場合には、四方弁１３を使い冷房主体から暖房主体へモードを切り替える。
【００３５】
　図３は、第一実施形態の空気調和機１００における冷房主体運転時でのフローである。
図３に示すフローは、特に断らない限り、図１に示す制御機構２８（演算制御装置）によ
って実行される。冷房主体運転時、主たる運転である冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの冷
房能力調整は、圧縮機１１の回転数を調整し冷媒循環量を制御することで行われる（ステ
ップＳ１００）。例えば冷房能力が不足する場合には、圧縮機１１の回転数を上げること
で冷媒循環量を増やし、冷房能力を増やす。一方で、設定温度に対して吹き出し温度が低
い等、冷房能力が過多な場合には、圧縮機１１の回転数を下げることで冷媒循環量を減ら
し、冷房能力を減らす。そして、以下で、従たる運転である暖房運転室内機４０ａ，４０
ｂでの暖房能力調整が行われる。
【００３６】
　まず、暖房運転室内機４０ａ、４０ｂの空調能力が空調負荷に対して過多であるか否か
が判断される（ステップＳ１０１）。能力過多と判断された場合には（Ｙｅｓ方向）、次
に、室外膨張弁１５の開度が制御目標開度以下であるか否かを判断する（ステップＳ１０
２）。なお、「ステップＳ１０１でのＮｏ方向」については後記する。
【００３７】
　ステップＳ１０２でＹｅｓと判断された場合には、室外膨張弁１５の開度が大きくされ
る（ステップＳ１０３）。これにより、室外熱交換器１４における冷媒循環量が多くなり
、で熱交換される冷媒量が増えるため、暖房能力が抑えられる。一方で、ステップＳ１０
２でＮｏと判断された場合には、室外膨張弁１５による効果のみだと不足し得るため、室
外ファン回転数１９の回転数を増やすようにモータＭが制御される（ステップＳ１０４）
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。これにより、室外熱交換器１４での放熱量が増えるため、暖房能力が抑えられる。そし
て、これらの制御により、空気調和機１００の制御が終了する。
【００３８】
　また、前記のステップＳ１０１でＮｏと判断された場合、暖房運転室内機４０ａ，４０
ｂの能力が不足するか否かが判断される（ステップＳ１０５）。ここで不足しない、即ち
、暖房能力が過多でも不足でもない場合には（Ｎｏ方向）、暖房能力と冷房能力とがバラ
ンスよく運転されているため、空気調和機１００の制御が終了する。
【００３９】
　しかし、ステップＳ１０５において、能力が不足していると判断された場合（Ｙｅｓ方
向）、次に、室外ファン１９の回転数が予め定められた下限より大きい否かを判断する（
ステップＳ１０６）。この判断の結果、室外ファン１９の回転数が下限より大きい場合（
Ｙｅｓ方向）、室外ファン１９の回転数を減らすようにモータＭが制御される（ステップ
Ｓ１０７）。これにより、室外熱交換器１４での放熱が抑制され、暖房能力が増加する。
そして、これらの制御により、空気調和機１００の制御が終了する。
【００４０】
　一方で、前記のステップＳ１０６において、室外ファン１９の回転数が下限以下である
と判断された場合（Ｎｏ方向）、室外ファン１９の回転数減少による放熱量の抑制ができ
ず、暖房能力を増加できない。そこで、次に、室外膨張弁１５の開度が予め定められた下
限より大きい否かが判断される（ステップＳ１０８）。この判断において、室外膨張弁１
５の開度が下限より大きい場合には（Ｙｅｓ方向）、室外膨張弁１５の開度を小さくする
（ステップＳ１０９）。これにより、室外膨張弁１５によって、室外熱交換器１４におけ
る冷媒循環量を少なくする。即ち、室外熱交換器１４で熱交換される冷媒量を少なくし、
暖房能力を増加させる。
【００４１】
　一方で、室外膨張弁１５の開度が下限以下である場合（Ｎｏ方向）、室外膨張弁１５に
よる冷媒循環量が下限になっている。そのため、室外膨張弁１５の開度は既に十分に小さ
く、室外膨張弁１５を操作できず暖房能力の増加できない。この場合には、四方弁１３を
切り替えて、運転モードを暖房主体に切り替える（ステップＳ１１０）。そして、これら
の制御により、空気調和機１００の制御が終了する。
【００４２】
　なお、図３に示すフローにおいて、暖房主体に運転モードを切り替える制御（ステップ
Ｓ１１０）以外には、所定時間ごとにステップＳ１００以降のフローが行われ、室内の負
荷及び冷房と暖房との熱バランスをとるように空気調和機１００が制御される。
【００４３】
　図４は、第一実施形態の空気調和機１００における暖房主体運転時での系統図である。
前記の例では冷房主体運転での系統図及びフローを説明したので、次に、暖房主体運転で
の系統図及びフローを説明する。
【００４４】
　図４に示す暖房主体運転では、図１に示す冷房主体運転とは異なり、四方弁１３の向き
が室外熱交換器１４を低圧に接続する側となり、室外熱交換器１４は蒸発器となる。従っ
て、図４において、凝縮器は、室内熱交換器４１ｃ，４１ｄに相当する。また、蒸発器は
、室内熱交換器４１ａ，４１ｂ及び室外熱交換器１４に相当する。
【００４５】
　ここで、前記の冷房主体運転と同様に、図２を参照しながら熱バランスを説明する。室
外機１０が暖房主体の場合、前記の式（１）におけるＱｃｏｎｄは全暖房運転室内機４０
ａ，４０ｂでの放熱量ΣＱｉｎｄｏｏｒｈｅａｔとなる。また、Ｑｅｖａｐは全冷房運転
室内機４０ｃ，４０ｄでの吸熱量ΣＱｉｎｄｏｏｒｃｏｏｌと室外熱交換器１４での吸熱
量Ｑｏｕｔｄｏｏｒとの合算となる。このため、前記の熱バランスの式（１）をＱｏｕｔ
ｄｏｏｒに対し展開すると、以下の式（５）のように表わされる。
　Ｑｏｕｔｄｏｏｒ＝ΣＱｉｎｄｏｏｒｈｅａｔ－ΣＱｉｎｄｏｏｒｃｏｏｌ－Ｗ　・・
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・式（５）
【００４６】
　室外熱交換器１４での吸熱量を調整するには、室外ファン１９の風量を調整する方法が
考えられる。しかし、前記の冷房主体で説明したように、室外ファン１９を停止していて
も意図しない放熱が発生しうることから、前記の冷房主体の場合と同様に室外膨張弁１５
が使用され、放熱が抑制される。
【００４７】
　ここで、図４において、室内機４０ａ，４０ｂが高圧側につながる為、前記のように凝
縮器となり、これら凝縮器の熱交換量を合算したものがＱｃｏｎｄとなる。一方、室内機
４１ｃ，４１ｄ及び室外熱交換器１４は低圧側につながる為、前記のように蒸発器となる
。これを合算したものがＱｅｖａｐとなる。そして、図１で説明した熱バランスの式（２
）を室外熱交換器１４の熱交換量（以下、室外熱交換量という）Ｑｏｄで展開すると以下
の式（６）のようになる。
　Ｑｏｄ＝Ｑａ＋Ｑｂ－Ｑｃ－Ｑｄ－Ｗ　・・・式（６）
【００４８】
　なお、暖房主体であるため暖房運転室内機４０ａ，４０ｂの能力Ｑａ＋Ｑｂは通常圧縮
機１１の回転数で制御することとなる。また、圧縮機１１の動力Ｗも圧縮機１１の運転状
態に伴い変化する。一方で、冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力は室外熱交換量Ｑｏｄ
により調整することとなる。式（６）において、冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力Ｑ
ｃ，Ｑｄにはマイナスの符号が付いているため、室外熱交換量Ｑｏｄが増えると冷房運転
室内機４０ｃ，４０ｄの能力は減り、室外熱交換量Ｑｏｄが減ると冷房運転室内機４０ｃ
，４０ｄの能力は増えることが分かる。つまり室外熱交換量Ｑｏｄを調整することで、非
主体側である冷房側の室内機４０ｃ，４０ｄの能力を調整できる。
【００４９】
　室外熱交換量Ｑｏｄを調整するには、室外ファン１９の回転数を変更するようにモータ
Ｍを制御して風量を変えることで調整可能となる。ただ、前記のように、室外ファン１９
を停止させたときでも、意図しない放熱が生じ、非主体側である冷房運転室内機４０ａ，
４０ｂの能力が不足する場合がある。そこで、このような場合において、室外ファン１９
を停止した後には、室外膨張弁１５の開度を絞ることにより、室外熱交換器１４に流れる
冷媒循環量を減らし、室内機４０ｃ，４０ｄに流れる冷媒循環量を増やせる。これにより
、冷房運転室内機４０ａ，４０ｂでの冷房能力を上昇させることができる。そして、最終
的には室外膨張弁１５の開度を予め定められた下限（全閉でもよい）以下にすると、冷媒
は流れないため熱交換量を限りなく０に抑制できる。
【００５０】
　この室外膨張弁１５の制御の過程で冷房能力が過多となった場合には再び室外膨張弁１
５の開度を開けばよい。逆に室外膨張弁１５の開度が下限開度に到達しても冷房能力が不
足となった場合には、四方弁１３を使い暖房主体から冷房主体へモードを切り替える。
【００５１】
　図５は、第一実施形態の空気調和機１００における暖房主体運転時でのフローである。
図５に示すフローも、特に断らない限り、図１に示す制御機構２８によって実行される。
図５に示す暖房主体運転時のフローは、前記の図３に示す冷房主体運手時のフローと基本
的には同じ流れであるため、相違点を主に説明する。
【００５２】
　暖房主体運転時には、主たる運転である暖房運転室内機４０ａ、４０ｂでの暖房能力調
整は、冷房主体運転時と同様、圧縮機１１の回転数を調整し冷媒循環量を制御することで
行われる（ステップＳ２００）。例えば暖房能力が不足する場合には、圧縮機１１の回転
数を上げることで冷媒循環量を増やし、暖房能力を増やす。一方で、暖房能力が過多な場
合には、圧縮機１１の回転数を下げることで冷媒循環量を減らし、暖房能力を減らす。そ
して、以下で、従たる運転である冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄでの冷房能力調整が行わ
れる。
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【００５３】
　まず、冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力が空調負荷に対して過多であるか否かが判
断される（ステップＳ２０１）。能力過多と判断された場合には（Ｙｅｓ方向）、前記の
冷房主体運転時（図３参照）と同様に、室外膨張弁１５や室外ファン１９が制御される（
ステップＳ１０２～Ｓ１０４）。
【００５４】
　一方で、前記のステップＳ２０１において、冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力が過
多ではないと判断された場合には（ステップＳ２０１のＮｏ方向）、冷房運転室内機４０
ｃ，４０ｄの能力が不足するか否かが判断される（ステップＳ２０５）。そして、能力不
足と判断された場合には（Ｙｅｓ方向）、前記の冷房主体運転時（図３参照）と同様に、
室外膨張弁１５や室外ファン１９が制御される（ステップＳ１０６～Ｓ１０９）。
【００５５】
　そして、ステップＳ１０６～Ｓ１０９における室外膨張弁１５や室外ファン１９の制御
によっても冷房運転能力が回復しない場合には、前記の冷房主体運転時（図３参照）と同
様に、運転モードを切り替える。即ち、冷房主体に切り替える（ステップＳ２１０）。
【００５６】
　以上のように、空気調和機１００では、冷房主体運転では図３に示すフローが、暖房主
体運転では図５に示すフローが実行される。特に、いずれのフローにおいても、室外ファ
ン１９の回転数が予め定められた開度以下となり、室外熱交換器１４での熱交換量が十分
に抑制されているにも関わらず従たる運転の能力が不足している場合でも、従たる運転能
力を増加できる。
【００５７】
　また、例えばステップＳ１１０やステップＳ２１０において、主体運転が変更されてい
る。そして、この変更は、室外膨張弁１５の開度が予め設定された下限以下になったとき
に行われる。そのため、主体運転の変更が、客観的に把握しやすい「室外膨張弁１５の開
度」という指標に基づいて行われるため、空気調和機１００の制御を簡便に行うことがで
きる。
【００５８】
　さらに、前記の図１や図４に示すように、空気調和機１００では、液主管２１、高低圧
ガス主管２２及び低圧ガス主管２３の三本の配管が使用されている。そのため、室外機１
０に室外膨張弁１５を取り付けるだけで図３や図５に示すフローを行うことができ、既存
の設備を活かしやすくなる。
【００５９】
［２．第二実施形態］
　図６は、第二実施形態の空気調和機２００における冷房主体運転時での系統図である。
図６に示す空気調和機２００は冷房主体モードになっており、室外熱交換器１４は凝縮器
になっている。図６に示す空気調和機２００では、室外機１０及び室内機４０ａ，４０ｂ
，４０ｃ，４０ｄの台数は前記の空気調和機１００と同じであるが、これらを接続する配
管本数が高圧管２４及び低圧管２５の二本のみになっている。即ち、前記の空気調和機１
００における液主管２１は、図６に示す高圧管２４及び低圧管２５にガス冷媒とともに液
冷媒が通流することで、省略されている。
【００６０】
　また、空気調和機２００では、室外機１０から室内機４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄ
側に送られた二相冷媒を液とガスに分離するための気液分離機６１と、分離後の液圧とガ
ス圧とを調整する第一減圧機構６２及び第二減圧機構６３（いずれも例えば膨張弁等）が
備えられている。
【００６１】
　さらに、空気調和機２００では、室外膨張弁１５が備えられている点は前記の空気調和
機１００と同じであるが、室外膨張弁１５に加えて、室外機１０に戻ってきた冷媒を室外
熱交換器１４に流さずにバイパスさせる室外熱交換器バイパス弁１７が備えられている。
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このバイパス弁１７は、図示はしないが鉛直方向に備えられたバイパス管の途中に備えら
れており、鉛直方向下側に配置された管を通流する気液混合冷媒のうちのガス冷媒のみを
バイパスさせることができるようになっている。
【００６２】
　以下で、冷房主体運転時の空気調和機２００における冷媒の流れを説明する。空気調和
機２００では、通常時には、室外膨張弁１５は全開、室外熱交換器バイパス弁１７は全閉
になっている。
【００６３】
　圧縮機１１で圧縮された高圧ガス冷媒は、四方弁１３に吐出され、室外熱交換器１４に
供給される。そして、室外熱交換器１４において室外ファン１９により適度に凝縮される
ことで高圧二相冷媒となる。この高圧二相冷媒は、全開の室外膨張弁１５及び逆止弁２６
を通過し、高圧管２４を通って気液分離器６１へ送られる。気液分離器６１で分離された
液冷媒は、第一減圧機構６２と冷房運転する室内機の室内膨張弁４２ｄとの間に送られる
。一方で、気液分離器６１で分離された飽和ガス冷媒は、暖房運転する室内機４０ａ，４
０ｂへ送られ、凝縮されて高圧液冷媒となる。この高圧液冷媒は、室内膨張弁４２ａ，４
２ｂを通り、第一減圧機構６２と室内膨張弁４２ｄとの間に送られる。これにより、この
高圧液冷媒と、前記の第一減圧機構６２と冷房運転する室内機の室内膨張弁４２ｄとの間
に送られた液冷媒とが合流することになる。
【００６４】
　こうして合流した液冷媒は室内膨張弁４２ｄで絞られ減圧し、室内熱交換器４１ｄで室
内空気と熱交換し蒸発し低圧ガス冷媒となる。この低圧ガス冷媒は、低圧管２５へ送られ
、室外機１０内で逆止弁２６を通り圧縮機１１に戻り再び循環する。ここで、暖房運転室
内機４０ａ，４０ｂの能力が不足する場合には室外ファン１９の風量を落として熱交換を
抑制するとよい。ただ、室外ファン１９が停止すると、それ以上の熱交換量抑制ができな
いことになる。
【００６５】
　そこで、室外ファン１９が停止された後でも依然として暖房運転の能力が不足している
場合には、室外膨張弁１５及び室外熱交換器バイパス弁１７が制御される。具体的には、
室外ファン１９が停止した後、室外膨張弁１５を絞り、室外熱交換器バイパス弁１７を開
くことで、室外熱交換器１４を流れる冷媒がバイパスされる。これにより、室外熱交換器
１４での放熱が抑制され、暖房運転室内機４０ａ，４０ｂの能力を確保することができる
。そして、室外膨張弁１５の開度を予め定められた下限以下（全閉でもよい）にするとと
もに、室外熱交換器バイパス弁１７を全開にすれば、室外熱交換器１４には冷媒が流れず
、放熱を限りなく０に抑制することができる。
【００６６】
　この室外膨張弁１５及び室外熱交換器バイパス弁１７の制御過程で暖房能力が過多とな
った場合には再び室外膨張弁１５の開度が大きくするとともに、室外熱交換器バイパス弁
１７の開度を絞る。逆に、室外膨張弁１７の開度を予め定められた下限以下（全閉でもよ
い）に到達しても暖房能力が不足となった場合には、四方弁１３を使い、図６に示す冷房
主体から図７に示す暖房主体に、運転モードが切り替える。
【００６７】
　図７は、第二実施形態の空気調和機２００における冷房主体運転時でのフローである。
図７に示すフローも、特に断らない限り、図６に示す制御機構２８によって実行される。
また、図７に示すフローは、基本的には前記の空気調和機１００で冷房主体運転を行って
いるときのフロー（図３参照）と同じである。そこで、前記の図３に示すフローとは異な
る点を中心に、第二実施形態での空気調和機２００におけるフローを説明する。
【００６８】
　冷房主体で空気調和機２００を運転している際、前記のように、室外膨張弁１５は全開
であり、また、室外熱交換器バイパス弁１７（以下、「バイパス弁１７」と略記すること
がある）は全閉である。そして、冷房主体運転中、主たる運転である冷房能力の調整は、
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圧縮機１１の回転数が制御されることで行われる（ステップ１０１）。また、従たる運転
である暖房能力の調整は、以下のようにして行われる。即ち、暖房能力が過多である場合
（ステップＳ１０１のＹｅｓ方向）、室外膨張弁１５や室外ファン１９が制御されること
で、暖房能力の調整が行われる（ステップＳ１０２～ステップＳ１０４）。
【００６９】
　一方で、暖房能力が不足する場合（ステップＳ１０５のＹｅｓ方向）、室外膨張弁１５
や室外ファン１９が制御されることは前記の空気調和機１００と同様であるが（図３参照
）、図６に示す空気調和機２００では、これらに加えてさらにバイパス弁１７が制御され
る（ステップＳ３０９）。具体的には、暖房運転室内機４０ａ，４０ｂの能力が不足し（
ステップＳ１０５のＹｅｓ方向）、かつ、室外膨張弁１５の開度が下限より大きい場合（
ステップＳ１０８のＹｅｓ方向）には、室外膨張弁１５の開度を小さくするとともに、バ
イパス弁１７の開度を大きくする制御が行われる（ステップＳ３０９）。バイパス弁１７
が開かれることで、室外熱交換器１４における冷媒循環量が減少し、熱交換される冷媒の
量は減少することになる。そのため、室外熱交換器１４による冷媒からの放熱が抑制され
、これにより、暖房運転能力の回復が図られる。
【００７０】
　図８は、第二実施形態の空気調和機２００における暖房主体運転時での系統図である。
前記の例では冷房主体運転での系統図及びフローを説明したので、次に、暖房主体運転で
の系統図及びフローを説明する。
【００７１】
　前記の図７に示す暖房主体運転では、図６に示す冷房主体運転とは異なり、四方弁１３
の向きが室外熱交換器１４を低圧に接続する側となり、室外熱交換器は蒸発器となる。従
って、図６において、凝縮器は、室内熱交換器４１ｃ，４１ｄに相当する。また、蒸発器
は、室内熱交換器４１ａ，４１ｂ及び室外熱交換器１４に相当する。以下で、暖房主体運
転時の空気調和機２００における冷媒の流れを説明する。空気調和機２００では、前記の
ように、通常時には、室外膨張弁１５は全開、室外熱交換器バイパス弁１７は全閉になっ
ている。
【００７２】
　圧縮機１１で圧縮された高圧ガス冷媒は、四方弁１３に吐出され、逆止弁２６及び高圧
管２４を通って、気液分離機６１へ送られる。ここで分離された高圧ガス冷媒は、暖房運
転室内機４０ａ，４０ｂへ送られ、凝縮されて高圧液冷媒となる。この高圧液冷媒は、室
内膨張弁４２ａ，４２ｂを通り、第一減圧機構６２と室内膨張弁４２ｄとの間に送られる
。送られた一部の液冷媒は、室内膨張弁４２ｄで絞られ減圧され、室内熱交換器４１ｄで
室内空気と熱交換することで蒸発し、低圧ガス冷媒となる。この低圧ガス冷媒は低圧管２
５へ送られる。残りの液冷媒は第二減圧機構６３を通り、低圧管２５に送られた前記低圧
ガス冷媒と合流して気液二相流となる。
【００７３】
　この気液二相流は、低圧管２５を通り、逆止弁２６を介して室外熱交換器１４へ送られ
る。そして室外空気と熱交換することで蒸発し、低圧ガス冷媒になる。この低圧ガス冷媒
は、四方弁１３を通り圧縮機１１に戻り再び循環する。ここで、冷房運転室内機４０ｃ，
４０ｄの能力が不足する場合は、室外ファン１９の風量を落として熱交換を抑制するとよ
い。そして、室外ファン１９の風量を落とし続けた結果室外ファン１９が停止した場合に
は、第二減圧機構６３を絞ることで冷房能力を増やすことができる。
【００７４】
　ただ、第二減圧機構６３を絞っても依然冷房能力が不足する場合、第二減圧機構６３が
全閉となり得る。しかし、この場合、室外熱交換器１４には、ガス冷媒しか流れない状態
となる。ガス冷媒は質量流量が同じ場合液冷媒に比べて体積流量は多くなり、流速も速く
なる。そして、流速が速いと、低圧管２５内の流路抵抗は簡易的には流速の２乗に比例す
る為、圧力損失が増大し、冷凍サイクルとしての効率が低下してしまう。
【００７５】
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　そこで、空気調和機２００では、室外ファン１９が停止した後、第二減圧機構６３を絞
った結果、室外熱交換器１４に送られる冷媒のガスの比率（乾き度）が高くなると、室外
膨張弁１５は開いたまま、室外熱交換器バイパス弁１７も開く。これにより、室外熱交換
器１４を流れるガス冷媒の一部がバイパスされ、室外熱交換器１４でのガス流速が低下で
き、圧力損失を低減できる。
【００７６】
　そして、この室外熱交換器バイパス弁１７の制御過程で、冷房能力が過多となったとき
には、再び室外熱交換器バイパス弁１７が絞られる。これにより、ガス冷媒と液冷媒とが
室外熱交換器１４に再び供給されるようになる。一方で、第二減圧機構６３の開度を予め
定められた下限以下（全閉でもよい）に到達しても冷房能力が不足となった場合には、四
方弁１３を使い、図７に示す暖房主体から図６に示す冷房主体に、運転モードが切り替え
られる。
【００７７】
　図９は、第二実施形態の空気調和機２００における暖房主体運転時でのフローである。
図９に示すフローも、特に断らない限り、図６に示す制御機構２８によって実行される。
図９に示す暖房主体運転時のフローは、前記の空気調和機１００における暖房主体運転時
のフロー（図５参照）と基本的には同じ流れであるため、図５に示すフローとの相違点を
主に説明する。
【００７８】
　暖房主体で空気調和機２００を運転している際、バイパス弁１７は全閉で暖房運転が行
われている。そして、主たる運転である暖房能力の調整は、圧縮機１１の回転数が調整さ
れることで行われる（ステップ２０１）。また、従たる運転である冷房能力の調整は、以
下のようにして行われる。即ち、冷房能力が過多である場合（ステップＳ２０１のＹｅｓ
方向）、室外膨張弁１５や室外ファン１９が制御されることで、冷房能力の調整が行われ
る（ステップＳ１０２～ステップＳ１０４）。
【００７９】
　一方で、冷房能力が不足する場合（ステップＳ２０５のＹｅｓ方向）、室外ファン１９
が制御されることは前記の空気調和機１００と同様であるが（図３参照）、図６に示す空
気調和機２００では、これに加えてさらに第二減圧機構６３及びバイパス弁１７が制御さ
れる。具体的には、まず、冷房運転室内機４０ｃ，４０ｄの能力が不足し（ステップＳ２
０５のＹｅｓ方向）、かつ、室外ファン１９の回転数が下限より大きい場合（ステップＳ
１０６のＮｏ方向）、第二減圧機構６３の開度が下限より大きいか否かが判断される（ス
テップＳ４０８）。そして、第二減圧機構６３の開度が下限より大きい場合には（Ｙｅｓ
方向）、第二減圧機構６３が絞られる（ステップＳ４０９）。これにより、冷房運転室内
機４０ｄに供給される冷媒量が多くなり、冷房能力の回復が図られる。反対に、第二減圧
機構６３の開度が下限以下である場合には（Ｎｏ方向）、これ以上第二減圧機構６３の絞
ることができないため、四方弁１３が切り替えられて、運転モードが暖房主体から冷房主
体に変更される（ステップＳ４１０）。
【００８０】
　以上のように、空気調和機２００では、冷房主体運転では図７に示すフローが、暖房主
体運転では図９に示すフローが実行される。そのため、前記の空気調和機１００と同様に
、空気調和機２００においても、室外の状態によらず、安定して空気調和を行うことがで
きる。
【符号の説明】
【００８１】
１０　室外機
１１　圧縮機
１２　高低圧ガス管側四方弁
１３　四方弁
１４　室外熱交換器
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１５　室外膨張弁
１７　室外熱交換器バイパス弁
１８　アキュムレータ
１９　室外ファン
２１　液主管
２２　高低圧ガス主管
２３　低圧ガス主管
２４　高圧管
２５　低圧管
２６　逆止弁
２８　制御機構
３０ａ，３０ｂ，３０ｃ，３０ｄ　冷暖切り替えユニット
３１ａ，３１ｂ，３１ｃ，３１ｄ　高低圧ガス管用膨張弁
３２ａ，３２ｂ，３２ｃ，３２ｄ　低圧ガス管用膨張弁
４０ａ，４０ｂ，４０ｃ，４０ｄ　室内機
４１ａ，４１ｂ，４１ｃ，４１ｄ　室内熱交換器
４２ａ，４２ｂ，４２ｃ，４２ｄ　室内膨張弁
４９ａ，４９ｂ，４９ｃ，４９ｄ　室外ファン
６１　気液分離機
６２　第一減圧機構
６３　第二減圧機構

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】
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